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インド人のみたタンガニーカ
─植民地化構想・委任統治・国際連盟への請願─

山 田 智 輝

本稿の目的は，第一次世界大戦期から 1920年代後半までの，インド人とイギリス
委任統治領タンガニーカ（旧独領東アフリカ）の関係と，国際連盟および委任統治
制度をめぐる彼らの認識やかかわりを明らかにすることである。本稿はまず，タン
ガニーカをインドの植民地にすべきとの構想について，インド人からの反応や批判
に着目しながら分析する。つぎに，国内外のインド人が，タンガニーカのみならず
国際連盟と委任統治制度をどのようにとらえていたのかを検討する。そして，タン
ガニーカのインド人住民たちから委任統治当局や国際連盟への請願の内容と論理，
それが引き起こした統治者側や国際連盟の反応を考察する。
本稿が明らかにするのは，おもにつぎの 3点である。第 1に，1920年前後のイン

ド人たちが，委任統治は植民地統治とは異なるとみなしていたことである。第 2に，
インドの国際連盟加盟国としての地位と，タンガニーカは植民地ではなく委任統治
領であるという事実が，インド人からの請願の論拠となったことである。そして第 3
に，彼らの請願が受任国たるイギリスを当惑させ，委任統治領住民の請願とその権
利にたいする，イギリスおよび国際連盟の姿勢を試したことである。彼らの請願は
かならずしも地位向上やリドレスにつながったわけではなかったが，帝国の被統治
者は，植民地統治をめぐる国際的な制度と規範を逆手にとり，直接の統治者ばかり
でなく，彼らを飛び越して国際的な場へも訴えかけたのである。

は じ め に

第一次世界大戦の結果，敗戦国となったドイツ帝国とオスマン帝国は，アフリカ・太

平洋・中東における領土を喪失した。これらの領土は，スイスのジュネーヴを本部とし

て創設された国際連盟の規約第 22条にて，「近代世界の苛烈な条件のもとでまだ自立し

えない人々が居住しているところ」と定義され，国際連盟の監督下にある委任統治領と

なった。そしてその統治は，住民の「福祉と発展を計ることが文明の神聖なる使命で

あ」るという原則に立って「先進国に委任」され，「連盟に代わる受任国」が「後見の

任務を遂行」した1）。この委任統治という新たな制度は，受任国にたいし，各委任統治

領の統治にかんする年次報告書を国際連盟の常設委任統治委員会（Permanent Mandates

117



Commission; 以下，PMC と略記）に提出するよう義務づけた。PMC は通例，数週間にわた

る会合を少なくとも年に一度は開催し，受任国代表者に質問を投げかけながら各委任統

治領の統治について審議した。そして，重大な問題が生じていると判断した場合には，

連盟理事会に勧告するという任務を負った2）。

従来，委任統治は第一次世界大戦以前の植民地統治となんら変わりないとみなされる

ことが多かった。たしかに国際連盟は，当時のあるインド人が批判したように，「大国

に利するようジュネーヴで協議をおこなう」，加盟国のかぎられた機関であった3）。そ

して委任統治制度は，露骨な帝国主義への批判が高まっていた当時の国際環境に応じ

て，連盟の監督下での住民の「福祉と発展」を理念として掲げたが，戦勝列強による植

民地の再分割を目的とした植民地体制の再編であった4）。

しかし近年，第一次世界大戦後の国際機関や国際主義にたいする学術的関心の高まり

にともない，国際連盟のはたした役割が見直されている5）。こうした動向を背景とし

て，国際連盟の監督下での植民地統治体制たる委任統治制度についても再検討がなされ

つつある。そこで明らかとなってきたのは，受任国が各委任統治領の統治にかんする国

際連盟への説明責任を，これまで考えられてきたよりもはるかに深刻に受け止めていた

ことである6）。というのも，PMC の議事録や理事会への報告書，各委任統治領の統治

や請願にかんする所見は，すべて公開・出版されたからである。そのうえ，国際連盟は

これらの出版物を，すべての連盟加盟国政府のみならず，50近くの国や地域（一部の植

民地や委任統治領をふくむ）における，数百もの報道機関，公立および大学図書館，国際

組織や人道主義団体に，原則として無償で提供した。また，数々の政治家や植民地官

僚，活動家，研究者などの個人にまで送付した7）。たしかに委任統治制度は，植民地統

治とは異なる統治をおこなうよう受任国に強制する拘束力を，実際にはもたなかった。

しかし，スーザン・ペダーセンが論じているように，国際連盟による監督が，委任統治

領ひいては植民地の統治をめぐる規範形成や情報の収集と公開をうながし，委任統治は

植民地統治とは異なると受任国にいわしめたのである8）。

それと同時に検討が進められているのは，国際連盟および委任統治制度の創設者たち

が予期していなかったようなありかたで，植民地主義の問われる国際的な場が生じたと

いう側面である。すなわち，委任統治制度の創設と運用が，植民地主義に抑圧されてい

る人びとに，国際機関への請願という権利要求の新たな途を拓いたのである9）。委任統

治領住民からの請願権は，委任統治制度を規定した国際連盟規約第 22条でも，各委任

統治にかんする条項でも言及されていなかった。しかし国際連盟は，委任統治領住民か
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らの請願の波に押され，彼らや第三者に請願権を認める規定を 1923年までに整備して

いった。こうして，委任統治領住民が直接の統治者を飛び越してジュネーヴへ苦情を訴

える権利が，制度として保障されるにいたった。とはいえ実際には，彼らの請願が聞き

入れられてリドレスにつながることはほとんどなかった。しかし，そうした請願をつう

じて彼らが受任国を動揺させ，統治の実態について，新たに設けられた国際的な場へと

問いかけた点は重要である。たしかに国際連盟は植民地帝国の主導する機関であったも

のの，委任統治という国際的な植民地統治体制を逆手にとっての，植民地主義に抑圧さ

れた人びとからの請願は，いかに「植民地の被統治者が，みずからに圧しつけられた教

えをかわしたり，換骨奪胎したり，あるいは再解釈したりすることで，植民地権力の裂

け目のなかに生を築こうとした」のかを示している10）。

戦間期に委任統治領となった地域のひとつが，イギリスを受任国とし，のちにタンガ

ニーカとよばれる，旧独領東アフリカであった。委任統治領住民から国際連盟への請願

についての先駆的な研究が示唆するように，タンガニーカの請願者はおもに，委任統治

期以前より移住しはじめていた，インド人たちであった11）。しかし，先行研究は各委任

統治領の「原住民」からの請願をもっぱら分析の対象としてきた。そのため，タンガ

ニーカ統治にかんするインド人からの請願の内容や論理について，ひいては彼らの請願

が，タンガニーカの委任統治当局やイギリス本国の植民地省，ジュネーヴの国際連盟で

いかなる反応を引き起こしたのかついては，明らかにされてこなかった12）。また，タン

ガニーカあるいは東アフリカにおけるインド人コミュニティにかんする歴史研究におい

ても，彼らから国際連盟への請願は看過される傾向にある13）。

以上をふまえて本稿は，そうした研究上の間隙を埋めるのみならず，委任統治制度の

明らかにされていない側面を検討する。すなわち，インド人という，植民地主義に抑圧

されているものの「原住民」ではない委任統治領の住民が，どのように国際連盟と委任

統治制度をとらえ，利用しようとしたのかである。そのために，1920年代におけるタ

ンガニーカのインド人住民たちから委任統治当局および国際連盟への請願について検討

する。そして，国際連盟に着目することで，本国と「植民地」──ここではイギリスと

タンガニーカ，あるいはイギリスとインド──という従来的な分析枠組みをこえつつ，

彼らが国際的な植民地統治体制とそのなかでの請願のメカニズムにどのようにかかわっ

たのかを考察する。

しかし，そうした彼らの請願行動を検討する前に，第一次世界大戦の勃発直後より論

じられた，独領東アフリカをインドの植民地にすべきという構想と，それをめぐる議論
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をとりあげたい。なかでも本稿が着目するのは，その構想へのインド人からの反応や批

判である。この構想については，いくつかの先行研究が詳細に論じてきた14）。しかし，

ロバート・ブライスの研究に顕著にみられるように，その分析対象は，イギリス政府内

の政策決定者間での議論が多くを占めている。したがって，国内外のインド人自身がそ

の構想へ示した態度について，十分に検討されてきたとはいいがたい。本稿前半でこの

主題について検討するのは，当時のインド人たちが，いかに植民地化構想やタンガニー

カをみなしていたかだけでなく，国際連盟や委任統治制度，ひいては帝国主義ないし植

民地主義そのものを，どのように認識していたかの一端が明らかとなるからである。

1 「インドの植民地」？

1.1 植民地化構想の登場

1914年 7月 28日に第一次世界大戦が勃発し，イギリスは 8月 4日にドイツへ宣戦布

告した。それにともない，1918年 11月 11日に休戦協定が締結されるまで，イギリス

帝国全体から人員および物資が動員された。インドからは 100万人以上が動員され，そ

のうち約 90万人がインド国外の戦場へ駆り出された。そして，インド兵の犠牲はおよ

そ 5万 3000人にも上った15）。

第一次世界大戦が開戦して数か月後の 1914年 10月から，東アフリカ戦線においてイ

ギリス率いる連合国軍がドイツ軍を撃退するという想定のもと，戦争協力の見返りとし

て独領東アフリカをインドの植民地にすべきとの論が登場する。アフリカの探検家およ

び植民地行政官であったハリー・ジョンストンは，独領東アフリカこそ「インド人の入

植」に適した，いわば「ヒンドゥー教徒のアメリカ」であるとし，大戦という「この重

大な危機においてインドの示している忠誠を考慮して」同地域をインドに分け与えるべ

きと主張した16）。

1915年 1月 2日，イギリスの『ジョン・ブル』誌は，「インド人のための独領東アフ

リカ」と題する記事を掲載し，独領東アフリカをインド人の入植先とするのが「親切な

行為」だと論じた。いわく，「ヒンドゥー教徒〔インド人〕の余剰人口の捌け口が必要

であることは否定しえず」，大戦へのインドの貢献を考慮すれば，「気候的に適していて

肥沃で，人口の希薄な土地において，〔……〕何千人ものヒンドゥー教徒の産業と事業

のために機会を提供することほど，われわれの感謝の意を示すものはない」，と17）。こ

の記事にたいして，インド国民議会イギリス委員会の機関紙としてロンドンで発行され
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ていた『インド』紙は，即座に反論した。同紙は，「インド人はどこにも「居留地」な

ど一切必要としていない」のであって，「ただひとつの望みはイギリス市民として扱わ

れることにある」と綴った18）。以後，植民地化構想をめぐる議論のなかで論点のひとつ

となるのは，カナダやオーストラリア，ニュージーランド，南アフリカ連邦といった，

ドミニオン（帝国内の「白人」自治領）へのインド人移民についてであった。インド人は

年季契約労働（とりわけ 1870年代以降）や「自由意志」にもとづき世界各地に移民してい

たが19），ドミニオンでは「白人社会」を保持するために，19世紀末以降，ヨーロッパ

言語の読み書き試験などをつうじて，アジア系移民を制限・選別する政策がとられてい

た20）。

さらに，上述の『ジョン・ブル』誌の記事が掲載されたのと同日の 1915年 1月 2日，

イギリスの保守系雑誌である『アウトルック』誌においても，インドによる独領東アフ

リカの植民地化を主張するべつの記事が掲載された。その記事は，英仏など連合国軍の

占領する独領植民地が戦後に返還されることはなく，イギリスが東アフリカ，フランス

が西アフリカを分け合うと想定しつつ，独領東アフリカを戦争協力への見返りとしてイ

ンドに与えるべきだと論じた。そして，「インド〔政庁〕か植民地省──もちろん前者

が好ましかろう──が直接に統治するもとで，多かれ少なかれ，ある種の特別な居留地

として植民地を分け与えることは，インド人全体にありがたく思われるであろう」と綴

った。さらに，こうした構想が「いかに帝国全体へ利益をもたらすかを考えてみよ」と

読者に問いかけ，つぎのように主張した。この構想の実現は，「さまざまな理由により

新参者が歓迎されなかったり適切でなかったりする，帝国のほかのあらゆる地域への有

色人種の移住という大きな問題を解決することになるだろう」。というのも，「カナダに

入国しようとする有色人種は，東アフリカに向かうことになろう。インドの余剰人口の

ための合意によって，ほかの場所で機会が与えられるのであるから，オーストラレーシ

ア〔オーストラリアおよびニュージーランド〕は自国の態度が正当化されると感じるで

あろう。他方で南アフリカは，人種にまつわるいざこざの起こる可能性がなくなって安

堵するであろう」21）。

この記事にたいしても，『インド』紙は即座に反論記事を掲載した。同紙は，独領東

アフリカを植民地として与えられることにインド人全体が感謝すると考える「『アウト

ルック』誌は大きく間違っている」と主張した。そして，インド人の求めるものは東ア

フリカにおける植民地ではなくイギリス帝国内で自由に移民する権利であるとし，後者

の問題が前者によって埋め合わされると『アウトルック』誌の記事に書かれている点に
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驚きを禁じえないと綴った22）。さらに，パンジャーブ地方のラホールで発行されていた

日刊新聞『トリビューン』紙も，そうした構想が「移民問題を解決するかのように思う

のは間違いである」と，批判的に報じた23）。

また 1915年 9月には，イギリスの軍人でインドの植民地行政に携わったチャール

ズ・イェイトが，インドによる独領東アフリカの植民地化構想を講演の場で支持し

た24）。こうした論は，限定的とはいえ，イギリス政府内でも注目を集めていた。たとえ

ば，1915年 3月には，戦時内閣のなかの内部組織である軍事会議にて，当時の植民地

大臣ルイス・ハーコートが，「インド移民問題を解決するために」独領東アフリカを獲

得するのが望ましいと発言した25）。

インド紙のなかには，インドによる独領東アフリカの植民地化の必要性を唱えるもの

もあった。たとえば，ボンベイ発行の『ニュー・タイムズ』紙は，「インド帝国への独

領東アフリカの併合は，インドと帝国の安寧と幸福のために非常に必要であるため，も

しこの目的が達せられなければ，今般の大戦におけるわれわれの犠牲が水の泡になる

と，つねづね考えている」と綴った26）。また，インド人の賛同者のなかには，法廷弁護

士およびイスラーム研究者として活動し，第一次世界大戦におけるイギリス帝国への支

持により受勲したことで知られるアブドゥラ・ユスフ・アリがいた。彼は，インドの大

戦への貢献とそれにともなう発言権の拡大を強調しつつ，連合国軍による独領東アフリ

カの占領には「インドも協力したのであり，また東アフリカには多数のインド人住民が

いるため，インドはアフリカのその地域への移民にかんする発言権を有するであろう」

と主張した27）。

1917年 8月，東アフリカにおけるインド人ムスリムのなかで最大のシーア派コミュ

ニティの指導者であり，1915年までに植民地化構想に賛成していたアガ・カーン 3世

が，ロンドンの『タイムズ』紙上に記事を寄せた。そのなかで彼は，1915年 2月に亡

くなったインドの政治家ゴパル・クリシュナ・ゴーカレーの遺言を公開した。その遺言

には，「独領東アフリカはインドが植民地化するためにインド政庁に引き渡されるべき

である」という文言がふくまれており，それは植民地化構想に呼応したものであっ

た28）。翌年の 1918年には，アガ・カーンみずからが自著のなかで植民地化構想への賛

意を綴った29）。

1.2 モリソン案とその余波

植民地化構想を唱えた人物のうち，もっとも影響力を有したのが，インドで長年にわ
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たって植民地行政に従事し，大戦時には東アフリカで戦争省所属の政務官を務めた，セ

オドア・モリソンであった。彼は，ゴーカレーやアガ・カーンの考えに共鳴しつつ，

「インドの植民地」と題する覚書を，1918年 7月にインド大臣エドワード・モンタギ

ューへ提出した。モンタギューは，この覚書を好意的にとらえ，戦時内閣の閣僚に提出

した。その覚書の内容は，インド人にとってドミニオンやほかの英領植民地よりも移住

に適した，現在はイギリスの占領下にある旧独領東アフリカを，インド人移民のための

安全弁としてインドに与えるべきというものであった。モリソンはその覚書に，インド

人は「帝国においてより高い地位を占める権利があると証明する機会を与えられている

のである。つまり彼らは，植民地保有国となり，野蛮な者を文明化するのに一役買うよ

う勧められているのである」と書き添えた30）。

さらに翌月の 1918年 8月，モリソンは『タイムズ』紙にて持論を披瀝した。彼はま

ず，インド人がイギリス帝国臣民であるにもかかわらず，事実上，オーストラリアやカ

ナダ，南アフリカといった帝国内のドミニオンへの自由な立ち入りを禁じられているこ

とが問題であると指摘した。しかしその一方で，彼らに制限なく帝国内での移民を認め

ることは，「根本的に誤って」おり「論外である」と主張した。その問題にたいして彼

の提示する解決策は，「帝国を構成するそれぞれが，自国にくわえて，帝国内の未開発

な地域のうち，みずからに割り当てられた一定の勢力圏をもつ」という案であった。そ

して，「イギリス帝国に公式に組み込まれるまで独領東アフリカとして知られていた広

大な地域は」，帝国内での移民にかんする利害を放棄するのを条件として，「インドに割

り当てられるべき」であると論じた。また彼は，「文明」の程度において，ヨーロッパ

人を上位，アフリカ人を下位，そしてインド人をその中間に位置づけ，つぎのように主

張した。すなわち，工業化をなしとげたヨーロッパ人と「いまだ驚くべきほど原始的

な」アフリカ人とのあいだの「文明」の程度は隔絶しており，後者が前者から直接に

「文明」を学ぶことは不可能である。しかしアフリカ人は，その「文明」の階梯のなか

で，みずからよりも上位だがヨーロッパ人よりかは近い位置にあるインド人，とりわけ

農民や職人から「文明」を学びとることができる。したがって，アフリカ人にとっても

彼の案は有益なはずである，と。こうしてモリソンは，「独領東アフリカをインドの植

民地とすることにより，帝国の係争問題のひとつを解決すると同時に，東アフリカの黒

人の進歩を物質的に援助することができる」と結論づけた31）。また翌月にも，彼はイギ

リスの文芸誌上にて，同様の趣旨の持論について詳述した論考を発表した32）。そしてさ

らに，自身の考えを「インド人の読者に提示」すべく，インドのアラハバードで発行さ
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れていた『ヒンドスタン・レヴュー』誌にも論考を寄せた。そこでも彼は，インドは

「植民地を保有し文明化する側の世界の大国のひとつになる」に値すると主張した33）。

モリソンの構想に，イギリスおよびインドでさまざまな反応が寄せられた。イギリス

では，『タイムズ』紙がその社説で，アガ・カーンやゴーカレーの主張との連続性を指

摘しつつ，モリソンの構想に懐疑的な見解を示した。同紙は，インド人に適切な移住先

を与えることと，「インド人がみずからの問題にたいして限定的な責任管理しか与えら

れていない時期に，もうひとつの大陸での崇高なる帝国の使命をインドに授けること」

は別問題であると述べた。そして，「この計画は十分かつ公平に議論されるべきでもの

であると考えるが，それが実現可能であるかどうかは疑わしい」と，モリソンの案を疑

問視した34）。『タイムズ』紙上でのこのような議論は，インド紙でも一定の注目を集め

た。たとえば，『インディアン・レビュー』誌はモリソンの記事を35），アラハバード発

行の『リーダー』紙はモリソンの記事と社説とを紹介した36）。また，『トリビューン』

紙は，モリソンの記事と社説の内容を報じ37），後日，モリソンの記事全文を転載し

た38）。ただし同紙は，1915年に植民地化構想を批判的に報じていたものの，モリソン

の記事を詳細に紹介したさいには，見解や論評をくわえていない。

また，元ボンベイ知事のシドナム卿もモリソン案に異を唱え，その構想を現実のもの

とするさいに適切な人材をインド人のなかから見いだすのは困難であろうと主張し

た39）。ケニアの白人入植者のあいだで指導的立場にあったクランワース卿は，東アフリ

カにおける白人入植者の利害を擁護すべく，モリソンによる提案の現実性に反駁し

た40）。さらに彼は，アフリカ人住民の利益を最優先に考えているかのように，その構想

は「われわれのために戦ったアフリカ人臣民への裏切りをなす」と言い張った41）。

その一方，インド紙のなかには，植民地化構想に賛同したものもあった。たとえば，

マドラスで発行されていたタミル語の日刊新聞『デサバクタン』紙は，「いかなる土地

でも植民地化し，それを発展させる才能と能力の両方」を「明らかに」有しているイン

ド人が，旧独領東アフリカを植民地化するのは「好ましいこと」であると綴った42）。く

わえて，おなじくマドラス発行のべつの新聞は，「もし講和会議が，独領東アフリカの

人びとはまだ自治に適していないという結論に達するならば，それを植民地化するのに

インド人以上にふさわしい人びとはいまい」と主張した43）。

さらに，モリソンの構想が引き起こした反響は，報道の場にかぎられなかった44）。イ

ギリスの占領下にある旧独領東アフリカの統治を管轄するホーレス・バイアットは，つ

ぎのように植民地省へ報告している。すなわち，モリソンの構想とそれが巻き起こして
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いる議論は，タンガニーカのみならずケニアやウガンダをふくめた東アフリカ全域にお

いて「かなりの注目を集めて」おり，「インド人住民のあいだに政治的興奮を呼び起こ

し」ている。そして，「それがなければ打ち出されなかったであろう要求を彼らに表明

させるにいたっている」，と45）。実際，ナイロビを拠点とするケニア・インド人協会と

同様に，「ダルエスサラームの〔タンガニーカ・〕インド人協会はそれ〔植民地化構想〕

を心底から支持する」うえ，その具現化のために集会ないし会議の開催を計画してお

り，モーハンダース・カラムチャンド・ガーンディーにも支援を求めた46）。さらに，ケ

ニアのモンバサにおいて，当時はまだインド人議員の選出されていないケニア立法評議

会が，インドによる旧独領東アフリカの植民地化構想に反対するという動議を可決した

とき，それは同地域を「植民地化するというインド人の願望を完全に踏みにじる」もの

であるとして，インド人住民が大規模な抗議集会を催した47）。

こうした東アフリカにおけるインド人住民の動向は，アフリカ人住民ないしは当局を

警戒させるのに十分なものであった。バイアットによれば，インド人住民の活動とその

目的が知れ渡るやいなや，「原住民のあいだで相当な不安と動揺が生じ」た。ケニアと

の国境付近に位置しインド洋に面するタンガでは，1918年 12月 17日に「自然発生的

な抗議集会」が催された。そして，同地の年配指導者層 26名が署名した，イギリスに

よる直接の統治を強く望む「対抗請願」が，バイアットひいてはイギリスの国王および

議会宛てに提出されたのであった48）。

1.3 インド人からの批判

植民地化構想への支持を呼びかけられたガーンディーは，当初よりそれに反対する姿

勢を堅持した。その構想は帝国内部での平等を求める自身の運動の理念に反すると，彼

は考えたのである。そして 1919年末には，東アフリカのインド人住民に植民地化構想

を放棄するよう求めるべく，活動をともにしていた盟友チャールズ・アンドリューズを

東アフリカへ派遣した49）。

モリソンが東アフリカで政務官としての役割を終えたあとに会話を交わしたという，

インド人ジャーナリストのニハル・シングは，モリソンの案に反論した。彼は，「セオ

ドア・モリソン氏が自分たちに黒人を文明化するという問題にとりくむ機会を与えるよ

う訴えていることをインド人は高く評価するであろう。しかし，インド人が自身の国内

問題を処理するのを許されないまま，独領東アフリカの統治と発展に責任を負うように

なれば，それがいかに異常なことであるかをじっくり考えたのかと，インド人は彼にま
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ちがいなく問うであろう」と述べた。そして，インド国内での自治が十分に与えられな

いなかで，インド人が東アフリカの「命運を導いたり握ったりするのは，いかにして可

能なのか」と疑問を投げかけた。「インドの植民地という考えは，インド人が自分たち

の土地の主とイギリスに認められてこそ，はじめて実現可能となる」のであった。とく

に彼が反対したのは，インドによる旧独領東アフリカの植民地化と引き換えに，ドミニ

オンへの入国の自由を放棄するという点であった。彼は，「インド人という名に値する

者はだれも，そのような取引には応じないだろう」と断言し，「インド人は，イギリス

臣民そして人間として，イギリス帝国のなかの広大な地域からみずからを排除するよう

な取り決めには，いかなるものであっても，その当事者となることはできない」と主張

した。

ただし彼にとって，「東アフリカ人が文明化されるのを手助けするという考えを棄て

る必要はな」かった。なぜなら，「もし，この国〔旧独領東アフリカ〕が国際的な信託

委員会に引き渡されるならば，もっと大きな社会奉仕の機会を望むインド人が，他国の

人びとと協力して東アフリカの人びとを向上させない理由はない」からであった。彼の

考えでは，第一次世界大戦の結果として，「未開の人種をあつかう新たな実験を開始す

るというまたとない機会」を戦勝国側が手にしたのであった。

このように，シングがモリソンの構想に反対した理由は，インド人は国内でも完全な

自治を手にしていないことと，ドミニオンへ自由に入国する権利を犠牲にできないこと

の 2点であった。ただし，インド人がアフリカ人を「文明化する」という思考じたいは

モリソンらと共通していた50）。

そして，インド人側からの反応として見逃せないのが，大戦終結の 2か月前にあたる

1918年 9月に『インド』紙へ掲載された記事である。これは，アガ・カーンやモリソ

ンらが主張した，インドによる旧独領東アフリカの植民地化構想について，「インド帝

国主義というきらびやかな理論」と皮肉しながら批判的に論じるにとどまらず，より広

い視野に立って帝国主義ないし植民地主義そのものを批判する内容となっている。

当該記事はまず，第一次世界大戦におけるインドの貢献を考えれば「現世的な利益の

奪い合いからインドが排除されるべきでない」というモリソンらの考えを要約する。つ

ぎに，インドによる旧独領東アフリカの植民地化構想にたいし，「崇高なる帝国的使命

をインドに授けること」や適切な人材の存在への懐疑から，否定的な見解を示した『タ

イムズ』紙の社説を引用しつつ詳しく紹介している。そのうえで同記事は，後者の導い

た結論について「おおむね，しかし，おそらくいくぶん異なる理由で，同意する」ので
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あった。同記事が植民地化構想に否定的なのは，ドミニオンでのインド人の処遇にかん

して，「こうした「目くらまし」をもちだして気をそらそうとすることに反感を抱く」

からであった。

そして同記事は，「だれかの利益のために，東アフリカ沿岸部あるいはその他の地域

へのインド人移民の送り出しを人為的に方向づけることには絶対に反対である」と宣言

し，「アジア・アフリカでの帝国主義の新たなゲームの駒となるのではなく」，インド国

内に努力を振り向けるべきであると論じた。というのも，「植民地化なきインド人移民

送り出し」はありえず，「アフリカの原住民を犠牲にすることなくして，インド（あるい

は他国）が東アフリカを植民地化するのは不可能だと考える」からであった。

そして，以下のように結論づけている。「こうした新たな帝国主義の推進者が犯して

いる最大の誤謬は，現在の世界構造の非常に大きな原因となっている錯誤，すなわち，

国家の偉大さには植民地が必要不可欠であるという誤った考えである。合州国はその逆

をあらわす顕著な例である」。この引用文中の最後の一文は，アメリカ合州国もまた，

白人入植型植民地という起源をもち，フィリピンなどの植民地を領有するとともに中南

米諸国を従属させている，ひとつの帝国であるという事実を看過している。それどころ

か，例外的に植民地を保有しない大国とみなしている。しかし同記事は，こうした限界

を抱えているとはいえども，インドによる旧独領東アフリカの植民地化構想について，

ドミニオンとの関係性を引き合いに出しながら反対するにとどまらなかった。それは，

アフリカの人びとにも言及しながら，より広い射程をもって，植民地を支配する側とさ

れる側という二分法によって成り立つ帝国主義的な世界構造そのものをも衝く論を展開

したのである51）。

1.4 委任統治制度の創設

モリソンの提案は，インド省から賛同を得たものの，植民地省からの強い反対を受け

た。結局，1918年末までにイギリス政府はその構想を否決するにいたった52）。1919年

1月から 6月まで，パリ講和会議が開催され，そこでもっとも論争を巻き起こした議題

のひとつが，連合国側の占領下にある旧ドイツ・オスマン帝国領の処遇についてであっ

た。これらの敗戦国の領土を戦利品として併合することにたいする批判の高揚を受け，

戦勝国側は 1919年 1月 30日，これらの領域を，国際連盟の監督のもとで受任国が統治

を担う委任統治領とすることに合意した。新たに考案された委任統治制度は，その領域

を「文明」の程度に応じて A から C までの 3段階に区分し，西南アフリカをのぞくア
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フリカの旧ドイツ領植民地を B 式委任統治領と定めた53）。しかし，パリ講和会議の開

催から約 1か月が過ぎても，どの国がどの委任統治領の受任国となるのかは不透明であ

った54）。

インドによる旧独領東アフリカの植民地化構想がその主唱者にとってさえ現実的な選

択肢でなくなったとすれば，つぎなる選択肢は，同地域が委任統治領となるにともなっ

て，インドがその受任国としての任務を引き受けることであった。ここで注目すべき

は，植民地化構想に強く異を唱えていた，インド国民会議系の『インド』紙が，その選

択肢にはむしろ積極的に賛意を示した点である。同紙に掲載された社説の筆者にとり，

インドが旧独領東アフリカの委任統治を引き受けるのは自然なことであった。というの

も，南アフリカ連邦が西南アフリカの，オーストラリアとニュージーランドが南太平洋

上の諸島の，日本が西太平洋の赤道以北に位置する島々の委任統治受任国となるなら

ば，インドは「東アフリカの発展に特別な利害を有し，すでに多くのインド人住民を抱

え」ているからであった。そして同紙は，旧独領東アフリカがインドを受任国とする委

任統治領になることは，「この地域が事実上のインドの植民地となるよりも，あるいは，

イギリス政府の統治するところとなるよりも，はるかにすぐれた取り決めである」と綴

った。しかし，その主張を引き出したのは，たんにインドと東アフリカとの結びつきの

深さだけではなかった。「インドがドミニオンやイギリス本国に並んで国際連盟の委任

統治受任国となれば，各国間でのインドの威信を著しく高めることになる」がゆえに，

「このような解決策を心より歓迎する」のであった55）。

また，南アフリカにおいてガーンディーとインド人差別問題で共闘した経験をもつ弁

護士で，ロンドンを拠点とするインド人海外協会の名誉会長をのちに務めたヘンリー・

ポラクは，インドによる旧独領東アフリカの植民地化構想を否定した。そして，イギリ

スが受任国になると予想しつつ，国際連盟の代理という形式での統治は，インド人に諸

権利を保障するであろうと，委任統治制度へ期待を込めた56）。

結局，1919年 5月 7日に連合国側は，イギリスが旧独領東アフリカの委任統治を担

うと決定した57）。受任国となったイギリスは，1920年初頭に，同地域をタンガニーカ

湖にちなみ「タンガニーカ・テリトリー」と改称した。この名称変更をめぐっては，委

任統治という第一次世界大戦後の植民地統治をめぐる新たな体制と規範に沿うよう，

「植民地」や「保護領」といった従来の用語の使用が慎重に避けられた58）。

委任統治制度の創設により，タンガニーカが植民地ではなく委任統治領という新たな

範疇の領域となることについて，『インド』紙は「インドと国際連盟」と題する記事を
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掲載した。この記事は，国際連盟の監督のもとでの統治は，委任統治領にとどまらず，

そのほかの植民地の統治にも影響をおよぼすことになるだろうと述べたうえで，つぎの

ように論じている。

インドが国際連盟の一員としてその権威と影響力をただちに行使できる直接的かつ

実際的な方法がひとつある。それは，英領〔東アフリカ〕保護領において大きな損

害をもたらした反印的な法律および政策が，東アフリカの委任統治領にまで適用さ

れるのを阻止することである。経験上，インド人が行政を担わない場合，イギリス

が自由に統治するよりも委任統治の受任国として振る舞うほうが，インド人の利益

ははるかに守られる。インドはいまや，委任統治領においてイギリスが白人入植者

の圧力を受けてインド人を差別しようとするものなら，国際連盟に訴えることがで

きる59）。

ここで述べられている「経験上」という言葉が，なにをさしているのかは不明瞭である

が，この記事の筆者は，従来の植民地とは異なり，国際連盟の監督下におかれる委任統

治領では，前者におけるよりもインド人住民の利害を尊重した統治がおこなわれるであ

ろうとの期待感をにじませた。そして，不都合が生ずれば国際連盟に訴えることができ

ると指摘した。

さらに，植民地期のインドにおいてもっとも有力な英字新聞のひとつであった，アラ

ハバード発行の『リーダー』紙も，同様の指摘をおこなっており，つぎのように論じて

いる。「国際連盟のもとで委任統治領として統治されるタンガニーカ・テリトリーにか

んして，イギリス政府は世界の国際的な良心にたいして責任を負うこととなる。しかし

インドもまた，国際連盟の創設国のひとつであり，委任統治領において，すべての人び

とが同様に等しくあつかわれるよう要求する権利がある」60）。また，べつの記事でも，

委任統治が実施されるならば，「インド人の権利は全面的に保障されるであろう」と綴

った61）。

このとき，国際連盟への訴えとして想定されていたのは，インド政庁ないしは連盟総

会インド代表など，国家間のチャネルをつうじた抗議であろう。しかし実際に，委任統

治下におかれたタンガニーカでのインド人にまつわる問題について，国際連盟，あるい

はそれを引き合いに出しながら当局へ請願を積極的におこなったのは，タンガニーカに

暮らすインド人住民たち自身であった。
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2 委任統治領タンガニーカとインド人からの請願

2.1 権利主張の拠り所としての連盟加盟国の地位

第一次世界大戦への貢献により，インドはパリ講和会議への参加を認められ，ほかの

主権国家と法的には対等な立場でヴェルサイユ条約を締結した。くわえて，インドは原

加盟国のひとつとして国際連盟への加盟を認められたが，唯一の非自治・非主権国家と

いう点で例外的な存在であった62）。

タンガニーカにかんする個別の委任統治条項は，1922年 8月 1日付で正式に定めら

れた。なかでもインド人に関係したのが，連盟加盟国出身者の平等を規定した第 7項で

あった。同項は，受任国たるイギリスにたいし，公序良俗に反さず現地法を遵守する範

囲において，「領内への入国および居住，その各人と財産の保護，動産および不動産の

取得，ならびに職業ないし商取引にかんして，自国民が享受するのと同一の権利」と

「完全なる経済的・商業的・産業的平等」を，連盟加盟国のすべての人びとに保障する

よう義務づけた63）。これらの条項は，B 式委任統治領たるタンガニーカでは差別的なあ

つかいを受けないであろうとの，インド人の期待を裏書きするはずであった64）。

こうして委任統治領タンガニーカでは，アジア系移民を排除・選別する制度を構築し

てきたドミニオンとは異なり65），連盟加盟国の出身者たるインド人に入国の自由が認め

られ，建前上，イギリス人との同一の権利が保障された。また，隣接する英領植民地の

ケニアやウガンダよりも政治的・経済的自由が享受できるとの期待を寄せてであろう

が66），1920年代をつうじて多数のインド人がタンガニーカへ移住した。実際，同地域

におけるインド人人口は，ゴア人をのぞいて，1921年の 9,411人から 1931年の 2万

3422人へと，10年間で 2倍以上に増加し67），その大半が商業に従事した68）。

インドが国際連盟の加盟国であるという事実は，ヨーロッパ人住民が発行主体の『ダ

ルエスサラーム・タイムズ』紙にとっては，インド人住民の不満を正当化するのではな

く，むしろ封じ込めるべきものであった。たとえば同紙は，1922年にタンガニーカの

インド人住民が，インドにおけるガーンディーの逮捕に抗議して自身の営む商店を一斉

休業したさい，「インドは国際連盟の加盟国であるから，ここにいるインド人にはあら

ゆる特権が与えられており，不満などないはずだ」と綴っている69）。

しかし，インド人住民にとって，インドの連盟加盟国としての地位は，委任統治領に

おける連盟加盟国出身者の平等を保障すべきものであり，したがって，その平等を侵害
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すると思われる事柄にたいして異議を申し立てるさいの論拠となった。こうした彼らの

新たな法的地位について，イギリス外務省の法律顧問は，「委任統治領の受任国たる

〔イギリス〕本国政府にたいして，インドがこうした規定に依拠する権利を有するとい

うのは，ずいぶんと奇妙な結果である」と述べている70）。とはいえ，「請願のひとつひ

とつが，植民地で支配された人びとの人間性を主張する小さなスキャンダル」なのであ

った71）。

1921年 12月，ロンドンに拠点をおくインド人海外協会は，タンガニーカ総督に就任

したバイアットがインド人を軽んじたとの廉で植民地省に抗議した。事件は，タンガ

ニーカ北部にあるヴィクトリア湖の南岸に位置するムワンザで，タンガニーカ・インド

人協会の代表団がバイアットに謁見しようとしたときのことである。バイアットは，

ヨーロッパ系住民の代表団を地区政務官の官舎に招き入れた一方，インド人代表団を屋

内へ招かず屋外のベランダに留めおいた。このできごとは，「インド人協会が激しく憤

り，反対している差別」であった。「タンガニーカは，〔委任統治〕政府の長が本国政府

を代表して統治するものの，それが国際連盟の名と権威の下でおこなわれる委任統治領

であるということに鑑みて」，インド人とヨーロッパ人とのあいだでなされた「差別的

なあつかいは，連盟の対等たる加盟国のひとつに属する住民集団にかんして，とりわけ

不当であ」った。それゆえ，「異議申立てせず看過することは許されない」のであっ

た72）。

さらにその翌月，インド人海外協会は，タンガニーカ鉄道におけるインド人の処遇な

いし人種隔離について抗議した。鉄道当局は，1等車および 2等車をもっぱらヨーロッ

パ人に割りあて，とくに 1等車の切符をインド人には発行しようとしなかった。「タン

ガニーカ・テリトリーは，インドが対等たる加盟国のひとつとなっている国際連盟から

の委任統治のもと，本国政府によって統治されている」のであり，「不満が向けられて

いるこのような類の人種差別がタンガニーカ当局に許容されるなどということは，〔国

際連盟〕規約の精神にも委任統治の精神にも完全に反している」と，請願者たちの眼に

は映った73）。

イギリス植民地省高官のチャールズ・ストレイチーは，「タンガニーカのインド人か

らの不満の種になりうるものにいつも目を光らせている」と自認していた。彼にとっ

て，タンガニーカ鉄道当局の態度は，「タンガニーカではどうしても容認できない〔人

種〕隔離」であり，「きわめてわずらわしい」問題であった。そして彼は，「委任統治と

いうことを考慮すれば，これはあってはならないものである」と書き記した。植民地省
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は，その言葉をバイアットに伝え，鉄道における人種隔離政策を撤廃し，再発防止に努

めるよう求めざるをえなかった74）。

2.2 国際連盟への請願

タンガニーカのインド人住民からの請願は，ダルエスサラームの総督やロンドンの本

国政府にとどまらず，ジュネーヴの国際連盟にも宛てられた。その典型的な例は，1923

年における「収益税と行商人および交易商人の営業許可証にかんする諸条例」の制定を

めぐるものであった。同年 4月 1日に効力を発したその条例は，すべての商店主にたい

し，当局の算定する額の収益税と営業許可料の支払いを義務づけた。それと同時に，脱

税の阻止を目的として，英語ないしはスワヒリ語で帳簿をつけるか，あるいはそのいず

れかへ翻訳した帳簿を当局へ提出するよう義務づけた75）。

この条例は，それまで帳簿をグジャラート語やそのほかのインド諸語で，あるいは文

字に記さずにつけていたインド人商店主たちの怒りを買った。彼らは，この条例が実質

的に，もっぱらインド人住民を標的として制定されたとみなした。というのも，タンガ

ニーカにおける商業コミュニティの大部分をインド人が占めており，いくぶん誇張もあ

ろうが彼ら自身によれば，その割合は 90％から 95％にまで上ったからである76）。こう

して，新たに定められた義務は，インド人住民にたいして差別的であり，したがって委

任統治に反すると，彼らは考えたのである。

しかし，総督バイアットにとっては，「この要件が委任統治への侵害であると主張す

ることは馬鹿げている」のであった。彼は，「委任統治領においては，すべての連盟加

盟国の出身者が用いている言語なら，いかなるものでも公式に認められるべきとの議論

が罷り通るのだとすれば，統治はたちまち馬鹿々々しいものとなろう」と書きつけ，同

条例の見直しには応じなかった77）。

抗議の声が聞き入れられないなか，インド人たちはその条例にしたがおうとせず，要

求された営業許可証を取得せずに商店の営業をつづけようとした。すると，ある記事に

よれば，地区政務官がタンガニーカ・インド人協会の本部を訪れ，彼らが断固として不

服従を貫くならば，刑事訴追も辞さないと警告した。そして実際に南東部のリンディで

は，営業許可証なしに営業を 2日間おこなったインド人商店主が刑事訴追された78）。

インド人商店主たちは，同条例にたいする抗議として，タンガニーカ全域にわたる一

斉休業に踏み切った。そのさなかの 1923年 4月，インド人協会は総督バイアットに宛

てて書簡を送り，当該条例について抗議した。同協会はまず，その条例が課すことにな
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る負担の増加により，多数のインド人商人が破産する可能性があると指摘した。そのう

えで，彼らの多くが条例の施行の停止ないし撤回を求めていることを根拠に，植民地省

が同条例の施行をさしあたり停止するよう要求した。この件について植民地省に報告し

た総督バイアットは，インド人協会が在タンガニーカのインド人商人に一斉休業するよ

う呼びかけていることにふれつつ，「商店の休業によって一番の被害を受けるのはイン

ド人自身である」と記した。そして，「このような扇動に屈することは不可能である」

とし，「いかなる行動もとらないよう断固として求め」た79）。

一方，インド人協会は，その抗議の書簡を植民地省とインド省のみならず，国際連盟

へも転送するようバイアットに求めていた。この要求が植民地省の官僚たちを困惑させ

た。インド人協会の要求に応じて抗議の書簡を国際連盟に転送すべきかどうかという問

題にたいする懸念の大きさは，つぎの点からも窺える。バイアットからの電信の冒頭部

分にある，「わたしは以下の用件を植民地省，インド省，国際連盟に転送するようイン

ド人協会から求められている」という文言のなかで，おそらく植民地省官僚の施したで

あろう下線が，国際連盟という言葉にのみ引かれているのである80）。

この要求に応えるかどうかについて，植民地省官僚の多くが否定的な態度を示した。

同省高官のストレイチーは，「わたしが疑念を抱いているのは，その抗議を連盟事務局

へ送る義務があるのか否かということである」との懸念を吐露しつつ，「委任統治領住

民からの国際連盟への請願」と題する覚書きを作成した。彼がまず着目したのは，連盟

理事会で採択されたばかりの決議の第 1項であった。それは，「委任統治領住民による

国際連盟への請願はすべて，当該受任国政府をつうじて国際連盟事務局に送付されねば

ならず，また後者はこうした請願にたいして適当と思われる評釈を加えねばならない」

というものであった。この規定によれば，もしインド人協会からの抗議文を連盟に転送

しなければならないのなら，タンガニーカ当局の意図を説明すべく，評釈や当該布告，

補足情報を添える必要があった。しかし，ストレイチーの最大の懸念は，つぎの一文に

集約される。すなわち，「なんらかの法律に異議を唱える者が，「国際連盟にお伝えくだ

さい」との文言をふくむ抗議文を送ってくるだけで，われわれは行政措置について連盟

にたいして自己弁護しなければならないのだとすれば，受任国政府は不愉快な立場に立

たされることとなる」。したがって，彼はこの請願を，連盟理事会で定められた書式に

則ったものではなく，また連盟になんらかの措置を求めているわけではないとして，国

際連盟にたいする請願とはみなさなかった。そして，連盟への転送の「要求を無視」す

べきと結論づけた81）。
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さらに彼は，仮に連盟へ伝えねばならない場合には，当該条例はインド人住民のみを

対象とするものではなく住民一般に適用されるものであるため，「委任統治条項に違反

するものではな」く，また「その適用，修正あるいは修正は，イギリス政府のあつかう

問題であり，国際連盟が決定するものではない」と言い切って，「一切の「弁明」をせ

ずに」済ますべきであるとつけくわえた82）。また，おなじく植民地省官僚のチャール

ズ・デイヴィスは，「これが委任統治受任国の熟慮すべき国際連盟への請願だと考える

理由が，わたしにはまったく解せない」と述べ，国際連盟への転送に否定的な態度を示

した83）。

こうした意見に異を唱えたのが，当時の植民地省政務次官ウィリアム・オーンズビー

＝ゴアであった。彼は，以下のように述べている。

ストレイチー氏の意見には賛成しかねる。このような問題にかんして，不当なあつ

かいを受けて憤った人びとは受任国を介して連盟に請願する権利を有するというこ

とが，委任統治制度によって認められているのは明らかである。おそらく，連盟理

事会により決定された厳格な手続きはタンガニーカのインド人協会にまだ伝えられ

ていないのであろうから，わたしの思うに，われわれは細部にこだわるのではな

く，こちらからの返答や必要と思われる総督の報告とあわせて，その請願を事務総

長に転送すべきである84）。

このような見解を述べたオーンズビー＝ゴアこそ，1921年から 1923年まで国際連盟の

常設委任統治委員会（PMC）の初代イギリス代表を務めた人物である。彼は，その第 1

回会合にて，PMC の役割がたんに各委任統治領の統治にかんする年次報告書を審査す

るにとどまるのかについて議論がなされたさい，委任統治領住民に請願権を認めるよう

提案していた。そのとき彼は，「植民地住民に本国議会へ訴える権利があるのならば，

委任統治領の住民にも同様に，委任統治を司る国際連盟へ訴える権利があろう」と述べ

たのである85）。

1923年 5月，当該条例に反対するインド人代表団がロンドンを訪れ，植民地省から

その施行停止ないし撤回を検討するとの譲歩を引き出した。これにより，54日間にも

およんだ一斉休業は終了した86）。しかし，翌 1924年にこの問題は再燃した。というの

も，バイアットの提出した条例の修正案では，帳簿記入のための言語にかんする義務

は，零細商店主には免除されたものの，フランス語が新たに認められた一方でインド諸
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語は認められなかったからである87）。これにたいしてタンガニーカ・インド人協会は，

「インド系諸語の意図的な排除は，インドの言葉で書かれたものを侮辱するために企ま

れたのである。そのことは，タンガニーカが委任統治領であり，インドが国際連盟にお

ける対等な仲間であるのだから，いっそう深刻に感じられる」と，怒りをあらわにし

た88）。

インド人住民の不満は，1924年に開催された PMC 第 4回会合でもとりあげられた。

7月 1日の審議の場には，オーンズビー＝ゴアがイギリス政府の信任代表として出席し

た。彼に代わって 1923年より PMC イギリス代表を務めていた，元ナイジェリアおよ

び香港総督のフレデリック・ルガードが，委任統治領たるタンガニーカにおいてインド

人への差別がなされているのではないか，とオーンズビー＝ゴアに質問を投げかけた。

後者はそれを否定し，インド人商店主が母語で帳簿をつけたとしても，その翻訳を当局

へ提出すればよいのであり，「当局が世界のすべての言語の通訳官を抱える」など不可

能であると反論した。この返答にたいして PMC ポルトガル代表のフレイレ・ダンド

ラーデは，「すべての商人が英語かスワヒリ語で書かれた帳簿を提出するのは困難であ

るから，この措置はある程度，処遇の平等という原則に違反する」との見解を述べたの

であった89）。

その後も，インド人たちは国際連盟を引き合いに出しながら当局に圧力をかけつづけ

た。1925年 2月 12日には，インドのインド人立法評議会が，国際連盟の場で「委任統

治領，とくにタンガニーカにおけるインド人の苦情を効果的に表明し，その即時的な救

済を求める」とする決議を採択した。その議員のひとりは，連盟規約を読んだうえで，

「イギリス政府は，ただ連盟の仲介者としての役割をはたしているにすぎず，インドは

連盟の維持のために 11ラーク〔110万ルピー〕を拠出しているのであるから，その組

織へ苦情を申し立てる権利を有する」と発言した90）。

こうした動きを受け，インド省は植民地省にたいして，後者の考えるよりもインド人

の不満が高まっていると指摘した。そして，バイアットから総督の座を 1925年 4月に

引き継ぐドナルド・キャメロンが「着任後に緊急にこの問題へ対処する」よう求め

た91）。こうして植民地省は当該条例の見直しを迫られ，ストレイチーが「言語規制の必

要性については疑問がある」と述べるにいたった92）。結局，国際連盟を引き合いに出し

ながらなされた，インド人からの一連の抗議を受け，その条例は 1927年 4月に撤回さ

れることとなった93）。
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2.3 受任国をつうじての請願

前述のように，国際連盟規約第 22条にも，各委任統治領の統治にかんして受任国が

負う具体的な義務を規定した個別の委任統治条項にも，委任統治領住民が国際連盟へ請

願する権利についての言及はなかった。しかし国際連盟は，1920年 1月 10日の創設以

来，彼らからの請願が絶えないことを受け，1923年までに，彼らに連盟への請願権を

正式に認める請願手続きを徐々に整備していった94）。

しかし，請願手続きの整備によって，委任統治領住民からの請願はジュネーヴへ届け

られることが保証されたわけではなかった。というのも，その手続きには，彼らからの

請願は受任国をつうじて届けられなければならないという規定があったからである。こ

の規定は，委任統治領住民からジュネーヴへの直接の請願を封じるものであった。国際

連盟総会ハイチ代表のダンテ・ベルギャルドが述べたように，「不満を抱いているまさ

にその相手に不満を伝える」ことを彼らに強いたのであった95）。

この規定は，委任統治について管轄する連盟内部の人物からも疑問視されていた。た

とえば，連盟事務局のなかで PMC の任務を補佐する部署にあたる，委任統治部の初代

部長を務めたスイス人学者のウィリアム・ラパードは，その規定は「将来，かぎりない

問題」を引き起こしうると指摘した。というのも，「もし受任国がその裁量のもとで請

願を転送したり差し止めたりできるのであれば，多くの関係者や連盟に批判的な人びと

の眼には，請願権はほとんど価値のないものに映るだろう」からであった96）。また，

PMC のスウェーデン人委員であったアナ・ブギー＝ヴィクセルも，受任国が住民からの

請願をジュネーヴへ届け出るかどうかを決定する裁量を有することについて，懐疑的な

見方を示した。彼女の考えでは，「政府の誠意に委ねられるのは，できるかぎり少ない

ほうがよい」のであった97）。

このように，1923年までに整備された手続きにより，請願権が制度として正式に認

められた。とはいえ他方で，その請願規定は，委任統治領住民が直接の統治者を迂回

し，国際連盟へ苦情を申し立てることを妨げるものであった。しかし，その規定にもか

かわらず，あるいはそれゆえに，委任統治領住民は国際連盟へ直接に請願することをや

めなかったのである。

そうした人物のひとりが，ダルエスサラームのインド人商人ラジャバリ・エスマイ

ル・バルー・タワーであった98）。彼の 1927年 2月 17日付の請願は，「現在の統治にた

いするなんらかの不満や批判のつもりで」ものされたわけではないという譲歩的な記述

からはじまる。その請願の内容は，第一次世界大戦中にドイツの植民地当局が，戦後半
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年以内に払い戻すという約束のもと，住民から銀を回収して手形に交換したが，終戦か

ら 8年ほど過ぎた今もなお補償されていないというものであった。そしてタワーは，そ

の損失額については言及していないものの，「ドイツの債務が債権者へたしかに支払わ

れるようにするのは，委任統治委員会の任務であるはずだ」と主張した99）。

翌 3月，国際連盟事務局の委任統治部は，その請願をタワー自身に返送し，請願手続

きにしたがい，受任国をつうじて提出しなおすよう求めた100）。しかし，同年 6月にタ

ワーはふたたび国際連盟へ直接に書簡を送った。というのも，指示にしたがい，国際連

盟へ転送するようタンガニーカ当局に請願を提出したが，当局は請願の内容が国際連盟

のあつかうべきものではないとして，彼の要求を拒否したからであった。タワーは，当

局から受け取った返信を添えて，ふたたび連盟に訴えたのである101）。

タワーからの 2通目の書簡を受け取った委任統治部の部員たちは，その問題について

検討しはじめた。彼らにとって重要であったのは，彼の請願に連盟が応えるべきかどう

かよりも，タンガニーカ当局が彼の請願を差し止めたという事実であった。彼らは，

「これが請願ではないとはけっして言い切れず，その転送を拒んだことについて当局は

正当化されないであろう」とみなした102）。また，受任国が請願を差し止める権利は認

められないとの姿勢を PMC がすでに示していることも指摘した103）。1927年 10月から

11月にかけて開催される PMC の第 12回会合に先がけ，同年 8月に連盟はこの件にか

んしてイギリス政府に問い合わせ，委任統治部のアメリカ人部員ハンティントン・ギル

クリストが作成した覚書を「純粋に個人的なかたちで」送付した。その覚書の内容は，

請願にかんする「規則は，受任国が連盟へ請願を転送するという義務をはたすさいに選

別することは認めていない」と諫めるものであった104）。

タワーの請願にかんする問題は，1927年 11月 1日に PMC の議題に上った。その審

議の場には，イギリス政府の信任代表としてオーンズビー＝ゴアも出席した。その日，

彼にたいして，PMC のイタリア代表で委員長を務めていたアルベルト・テオドーリが，

受任国政府には「明確に連盟へ宛てられた請願を差し止める権利は認められていない」

と述べた。するとオーンズビー＝ゴアは，おそらく故意に論点をすり替えながら，タ

ワーの請願は大戦中にドイツが発行した手形の換金にかんするもので，ヴェルサイユ条

約の締結あるいは委任統治制度の運用よりも前に生じた事柄であると返答した。つづけ

て彼は，タワーの請願は PMC や連盟の関与すべき事項ではなく，当事者とドイツ政府

とのあいだで解決されるべき問題であると述べた。これにたいしてテオドーリは，

PMC がその問題の解決それじたいに乗り出すことはなかろうと述べた。しかしそのう
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えで，連盟へ宛てられた請願を現場の統治者が差し止める権利を有するとは認められな

いと繰り返し発言し，それこそが問題なのであると強調した。テオドーリの見解は，ほ

かの出席者たちからも同意され，受任国が請願を差し止めるのではなく転送したほうが

公平であり「一般的な利益となる」と，ラパードは主張した。結局，PMC から詰問さ

れたオーンズビー＝ゴアは，「もし請願〔の内容〕が現地政府には連盟の関与すべきとこ

ろではないと思われた場合でも，これは連盟の問題であり，決定するのは現地政府では

ない」と認め，ロンドンへ戻り次第，タワーの請願をめぐる問題について迅速に調査す

るつもりであると譲歩せざるをえなかった105）。

委任統治部の作成した覚書と PMC での追及を受け，イギリス植民地省は，請願手続

きにしたがってタワーの請願を転送しなかったことについてタンガニーカ当局を戒め，

後者が「請願の転送を拒否したことは誤っていた」と認めなければならなかった106）。

そして，同省はタワーの請願を送付するようタンガニーカ当局に求めた。彼の請願は，

同年 11月 5日にようやくジュネーヴにある国際連盟へ所定の方法で提出された107）。

しかし結局のところ，PMC はタワーの請願をただ受理したにとどまり，彼の求めに

応えて補償がなされるよう対処することはなかった。とはいえ，彼の請願は，委任統治

部と PMC が委任統治領住民の請願権をどれほど重視しているかを明らかにした108）。

そして連盟側の姿勢が，住民の請願権を尊重するようイギリス政府およびタンガニーカ

当局に迫ったのであった109）。

お わ り に

以上で検討してきたように，第一次世界大戦が勃発するやいなや，戦争へのインドの

貢献や，それまでのイギリス帝国内でのインド人移民をめぐる緊張の高まりを背景とし

て，連合国軍の占領する旧独領東アフリカが植民地としてインドに与えられるべきであ

るとの論が登場した。この植民地化構想は，イギリスおよびインドでさまざまな反応を

引き起こし，インド人のなかには，東アフリカのインド人移民に顕著にみられたよう

に，これを歓迎する者もいた。

しかし，その植民地化構想を，インド国民会議イギリス委員会の機関紙としてロンド

ンで発行されていた『インド』紙は一貫して批判した。さらに同紙は，その批判をつう

じて，帝国主義的な世界そのものをも広く批判したのであった。その一方で，イギリス

政府が最終的に植民地化構想を退け，パリ講和会議にて委任統治制度の創設が決定され
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ると，同紙はインドがタンガニーカの委任統治を担う受任国になるべきとの論を張っ

た。その背景には，インドと東アフリカの交流の歴史のみならず，委任統治をつうじて

インドの国際的地位が高まるであろうとの期待が潜んでいた。そしてイギリスが受任国

となることが明らかになると，同紙をはじめとするインド紙は，インド人住民の利害が

守られ，また不都合が生ずれば国際連盟へ訴え出ることができるとの期待から，植民地

統治よりも委任統治のほうが望ましいと論じた。このようにインド人たちは，委任統治

制度が徐々にかたちづくられてゆく 1920年前後には，国際連盟の監督のもとでの統治

という新たな委任統治制度は，従来の植民地統治とは明確に異なる統治を意味するであ

ろうとみなしていた。

とはいえ，マリア・フランケが論じているように，自治や民族自決への期待が裏切ら

れたインドの新聞雑誌や知識人の多くは 1920年代なかばまでに，国際連盟の政治的な

活動分野にたいして批判的な態度を示すようになっていった110）。しかし，本稿が明ら

かにしたように，1920年代をつうじて，タンガニーカのインド人住民にとっては，非

主権国家たるインドが例外的に国際連盟への加盟を認められたこと，およびタンガニー

カが形式上は植民地ではなく委任統治領という新たな範疇に属することが，彼らの平等

を保障すべき後ろ盾となった。そうした地位を拠り所として，インド人たちは，みずか

らが不当だとみなすものにたいして抗議し，ダルエスサラームの当局およびロンドンの

本国政府のみならず，そうした直接の統治者を飛び越してジュネーヴの国際連盟へも請

願したのであった。とはいえ，彼らの請願は，かならずしも地位向上やリドレスにつな

がったわけではなかった。請願が聞き入れられた場合でも，その背景には商店の一斉休

業という実力行使があった。しかし，彼らの請願は，たんなる不満のガス抜きではなか

った。むしろ，受任国を当惑させ，委任統治領住民の請願とその権利にたいするイギリ

スや国際連盟の姿勢を試した。1920年代におけるインド人たちの請願は，彼らが国際

連盟とその監督下での国際的な植民地統治体制をどのように認識し，そしていかに利用

しようとしたのかを反映するものであった。

植民地支配による露骨な利益追求が否定されるようになった戦間期において，ジュ

ネーヴで問われたのは，帝国の存在ではなく帝国支配のありかたとその正当化であっ

た。こうした国際環境の変化を背景として案出・運用されたのが，委任統治制度であ

り，その最大の特徴のひとつが請願制度であった。たしかに，委任統治領と植民地のあ

いだで実際の統治は大差なかったといえども，受任国は委任統治領を，国際連盟による

監督と情報の収集・公開，住民ないし第三者からの請願を考慮に入れつつ治めねばなら
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なかった。そして，その統治の内実や，請願とそれへの対処によっては，国際連盟ひい

ては他帝国からの干渉を招きかねなかった。ただし，本稿で検討した事例にかぎらず，

委任統治領住民からの請願によってリドレスがもたらされることは，ほとんどなかっ

た。しかし，請願の重要性は，本国と植民地という従前の関係に国際連盟がくわえられ

て新たに生じた体制を利用し，請願者が声をあげた点にある。帝国の被統治者は，植民

地統治をめぐる国際的な制度と規範を逆手にとり，直接の統治者ばかりでなく，彼らを

バイパスして国際的な場へも訴えかけたのである。
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（第 20期第 8研究会による成果）
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